
１．本研究の目的 

東北地方をはじめとする降雪地域では，工場製作の

コンクリート部材で構成される乗降場において多くの

変状が確認されている．これらの変状は列車の運行に

は支障がないものの，その外観から通常の環境では起

こり難い変状であった．変状が確認された乗降場にお

いては，ホーム上の融雪や水分の凍結の防止を目的と

して，融雪剤の散布が行われており，近年社会的な問

題となっている複合劣化が懸念された．そのため，詳

細な調査にもとづく健全度の把握，さらには変状に応

じた対策が必要であると判断した． 
本報告では，特異な変状を有するコンクリート構造

物の性能診断，およびその結果にもとづく対策につい

て述べる．また，劣化メカニズムについても考察を加

えた． 
 
２．対象とした乗降場の性能診断 
本研究の対象は経年 20 年程度の乗降場である．目

視による外観検査では，雨水の影響を受ける接合部で

のエフロレッセンスのほか，スケーリングなどの凍害

特有の変状等が確認された．これらの変状と融雪剤の

散布という使用条件とを併せて考えると，複合的な変

状のさらなる進行が懸念されたため，劣化メカニズム

の推定や変状程度の定量的な把握を目的として以下の

試験を実施した． 
①コンクリート中の塩分量の分析，②中性化深さの測

定，③シュミットハンマーを用いたコンクリートの圧

縮強度の推定，④鋼材の腐食度の調査 

①塩分量の分析では，a)部材の厚さが薄い（100mm
程度）乗降場の構造特性，b)採取，分析のコスト，c)
列車間合いで可能な作業性，などの観点から，ドリル

を用いてコンクリート粉を採取（ドリル法１），写真－

１，２）し，試料の分析には蛍光 X 線分析を用いるこ

ととした．また，④腐食度の調査では，部材の下面か

ら自然電位を計測し，さらに，別途計測した部材の表

面含水率および中性化深さを用いて補正自然電位２）を

求め，部材内部の鋼材の腐食状態を把握する方法を用

いることとした． 

 

３．調査の結果とその考察 
採取，分析した部材の塩分量を図－１に示す．これ

より，鉄筋の腐食限界 3)である 1.2kg/m3を大幅に上回

る塩分がコンクリート中に混入していることがわかっ

た．一方，中性化深さは，1.1～4.8mm とさほど進行

していないことがわかった． 

図－２に反発硬度から求まる圧縮強度とコンクリ

ート中の塩分量との関係を示す．これより，両者の相

関関係は低く，塩分の浸透は強度低下に直接影響をし

ないと考えられ、対象とした構造物においてはシュミ

ットハンマーによる診断は難しいと思われる． 

写真－３に電位の計測による鉄筋の腐食度調査の

状況を，図－３には劣化した箇所での調査結果の一例

を，外観の写真と併せて示す．また，表－１に鋼材の

腐食の判定に用いる電位の基準値を示す．図－３より，

計測した箇所においては，コンクリート版の全面にわ

たり鋼材の腐食が進行していること，特に水の影響を

受ける端部では，鋼材の腐食が著しく進行しているこ

とがわかった． 

以上より，図－３の箇所では，融雪剤の散布によっ
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て凍害および塩害が複合的に進行しており，変状程度

に応じた対策が必要であると診断した． 

また，上記の結果より，乗降場を構成する部材が複

合的に劣化した主な要因は，以下の２点と考えられる．

①日本工業規格 JIS では，出荷規格として圧縮強度

σ’
ck（60N/mm2）のみを規定しているため，凍結融

解作用に対する抵抗性に大きな影響を与える空気量が

不足する傾向にある．②乗降場を構成する部材は，そ

の形状からJISのコンクリート矢板を転用したものと

考えられ，端部の凹部が集水形状になり，構造上の弱

点となっている． 
 

４．変状に応じた対策 

鋼材の腐食度調査の結果，損傷の進行が確認された

箇所では，融雪剤の散布による塩分という変状の原因

にもとづいた対策が必要と考えられる．現在，塩害を

受けるコンクリート構造物への対策工法として，電気

防食や，ポリマーセメントモルタルによる断面修復，

あるいは部材の交換などが実施されている．今回対象

とした箇所では，①鋼材の腐食の程度，②対費用効果，

③上載の支障物との兼ね合い，④施工性能などの観点

から，モルタルによる断面修復を行うこととした．今

回の対策では，施工法は従来と同じであるが，鋼材の

防錆材にイオン交換反応によって有害な塩化物イオン

を吸着できる材料を選定した．さらに，融雪剤の継続

的な散布を想定して，断面修復材にも塩分を表面で捉

えられる材料を使用して，鋼材の劣化を二重に遮断で

きるようにした．また，冬季での施工であり，初期凍

害が懸念されたため，温水による練り混ぜと，保温養

生を実施した． 

 

５．まとめ 

本報告では，融雪剤の散布が行われている構造物に

対してドリル法による試料の採取とその分析，ならび

に鋼材の腐食度調査を実施して，特異な変状を定量的

に診断した．今後は，本報告で実施した各種試験のサ

ンプル数を増やすとともに，これらの結果と既設構造

物の維持管理を行う上での有用となる目視による診断

との相関関係について考察を加え，維持管理の診断基

準を策定していく所存である． 

参考文献：1）東川ら：ドリルを用いた塩分量簡易測定

法の実構造物への適用に関する研究，コンクリート工学

年次論文集 Vol25，2003 年 2）立松ら：塩害による鉄

筋腐食の診断と抑制に関する研究，コンクリート工学論

文集 Vol11，2000 年 3)コンクリート標準示方書（維持

管理編，2001 年制定） 

y = -0.7409x + 50.843

R
2
 = 0.0241

0

10

20

30

40

50

60

70

80

0 2 4 6 8 10

塩分量（kg/m3）

推
定
圧
縮
強
度
（
N

/
m

m
2
)

一般構造物の圧縮強度の管

理基準値　27(N/mm2)

腐食発生限界濃度

1.2(kg/m3)

コンクリートの品

質の劣化方向

図－１ コンクリート中の塩分量 図－２ 反発硬度による推定圧縮強度と 

図－３ 腐食度調査の結果の一例（RC 版 腐食度Ⅲ） 
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表－１ 補正自然電位と鋼材の腐食の関係 

腐食度 電位Ｅ(mV) 腐食の状態 

Ⅰ -250 ≦Ｅ なし 

Ⅱ -350 ≦Ｅ＜-250 表面のわずかな点錆 

Ⅲ -450 ≦Ｅ＜-350 薄い浮きが拡がっている 

Ⅳ Ｅ ≦-450 膨張性の錆が拡がっている 

 ※図中の表示：腐食度Ⅰ：青，Ⅱ：緑，Ⅲ：黄，Ⅳ：赤 

コンクリート表面付近の塩分量の関係 

写真－３ 腐食度調査の概況 
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